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平成２４年度中小企業・小規模事業者ビジネス創造等支援事業 

（ITシステム構築事業） 

‐公募要領‐ 

 

 

 

１．事業の目的 

少子高齢化に伴う国内需要の減少、新興国の台頭、大企業の海外進出に伴う

取引構造の変化、東日本大震災など、中小企業・小規模事業者を巡る内外環境

がこれまでになく大きく変化する中で、これらの企業の経営支援ニーズも複雑

化・高度化・専門化している。  

例えば、新興国市場の獲得を狙った海外展開、内需減少の中での生き残りの

ための合理化・高付加価値化、新興国企業との競争に打ち勝つための技術力向

上、親企業の海外進出に伴う自社ブランドでの新たな販路開拓、環境・安全面

に配慮した品質維持など、経営課題は、多岐にわたり、かつ、いずれの課題も

専門的な知識に裏付けされた解決が必要となる。こうした中、複雑化・高度化・

専門化する経営課題・相談ニーズにきめ細かく対応できる経営支援体制を再構

築することが必要となっている。 

上記を踏まえ、本事業において、意欲はあるものの「知識」が十分でない中

小企業・小規模事業者・起業予定者等に対し、起業・成長・安定経営・事業承

継の各段階で必要となる実践的で生きた「知識」を円滑に共有できる新たな仕

組み（以下「ITシステム」という。）を構築し、上記経営支援体制の再構築を

図る。 

 

（１）ITシステムのコンセプト 

中小企業・小規模事業者が専門家、支援機関、先輩経営者、他の中小企業・

小規模事業者などの取引パートナーとオンライン上で簡単につながること

ができ、いつでもどこでも、気軽に経営相談や情報収集、データ管理をする

ことができる総合サイト。 

コミュニティ形成・マッチング機能をベースとした企業向けポータルサイ

トであり、各利用者の関心に応じた情報をプッシュ型でポータル画面に表示

するレコメンドサービスも提供する。 

これにより、職場で勤務中はもちろん、外出時、退社後等いつでも閲覧で

きるようなシンプルでわかりやすいサイトを実現する。 

 

（２）ITシステムの利用者 
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・ 中小企業・小規模事業者の経営者、その社員（起業・創業を予定する者

を含む）（以下「小規模事業者等」という。） 

・ 中小企業支援を行う専門家や支援機関職員（認定支援機関を含む）、先

輩経営者等（経営者ＯＢ・ＯＧを含む）（以下「専門家等」という。） 

 

（３）ITシステムの目標 

約３年後を目途に１００万以上の小規模事業者等と、それを支援する１万以

上の専門家等が参加し、日々数回程度、利用されることを目標とする。 

 

２．事業の基本方針 

 本事業では、以下に示す「平成２４年度中小企業・小規模事業者ビジネス創

造等支援事業（ITシステム構築事業）の基本方針」（以下「基本方針」という。）

に従って、ITシステムを開発し、小規模事業者等向けの各種サービスの普及・

啓発活動を行う。 

 ITシステムは、大きく以下の２つの機能で構成される： 

① サービス搭載基盤：利用者の登録、アカウント情報の管理・認証、各サービ

スアプリケーションの管理・統一的運用（サービス間相互運用）、ポータル

サイト機能、課金機能等の共通機能を提供する。 

② サービスアプリケーション：サービス搭載基盤の機能を利用し、利用者に対

して実際のサービスを提供する。 

 

（１）開発を進める際の基本姿勢 

民間の有能なアプリケーション、サービスの積極的な活用を基本とし、本

サイト上において、国主導で構築するアプリケーションとの有機的な連携を

図るよう、トータルデザインを行う。 

一度構築した後、硬直的な運営がなされないよう、まずは基本的な機能で

サービスインして、利用者の声をもとに、柔軟性の高い開発（アジャイル型

開発）を進める。具体的には、ビジネス支援情報提供・申請受付窓口機能や

コミュニティ形成・マッチング機能から順次サービスインし、その他の機能

を追加的にサービスインしていく。この際、当初から利用開始するサービス・

機能についても、順次、拡充していく。 

 

（２）ITシステムが提供する機能 

本事業では、以下の４つの基本機能を提供するサービスアプリケーション

を搭載する。なお、これら機能に加え、国の費用負担を伴わない自主的なサ

ービスアプリケーションの搭載もできるようにする。また、サービス搭載基
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盤上での開発だけでなく、すでにある SaaS サービスとの連携なども検討す

ること。 

 

（ⅰ）ビジネス支援情報提供・申請受付窓口機能 

 国・自治体による小規模事業者等への支援メニューの総合窓口として、

国・自治体の補助金など支援情報※や、ビジネスに役立つ情報（例：

国がまとめる各種報告書、化学物質総合情報提供サービス・事故情報

データベース、海外マーケットや制度に関する情報、事業承継に関す

る支援情報等）の情報を収集・整理し、一元的に閲覧できるようにす

る。※独立行政法人中小企業基盤整備機構や国が持つ政策情報につい

ては、本事業の受託者に対して提供するよう便宜を図る。 

 また、利用者が事前に自社の業種・住所や関心事項等を登録している

場合、それら登録情報に対応し、各利用者のポータル画面において関

連するビジネス支援情報を自動的に選別して表示するレコメンドサー

ビスを実装する。 

 

（ⅱ）コミュニティ形成、マッチング機能 

 小規模事業者等が専門家等に対してオンライン上で経営に関して相談

したり、小規模事業者等を含む ITシステムの利用者がオンライン上で

自由に情報交換ができる機能を提供する。なお、投稿された質問・意

見を蓄積し、質問投稿者以外でも自由に閲覧できる形を基本とする。 

 平成 25年度当初予算事業である中小企業・小規模事業者ビジネス創造

等支援事業（専門家派遣事業）1と連携し、専門家（認定経営革新等支

援機関 2又は当該機関の職員を含む。）の管理機能や派遣申請受付・状

況管理機能を搭載する。 

 新規創業予定者、若手経営者、女性経営者などのカテゴリーごと、業

種ごと、地域ごとなどの単位で、コミュニティを形成できる機能を提

供する。この際、関係者のみに限定して閲覧できるクローズなコミュ

ニティの形成も行い得るものとし、10 万を超えるコミュニティの形成

も可能なものとする。 

 また、利用者が事前に登録する自社の業種・住所や関心事項等の情報

に対応し、各利用者のポータル画面において関連する Q&A や意見、お

すすめのコミュニティなどを自動的に選別して表示するレコメンドサ

ービスを実装する。 
                                                   
1中小企業・小規模事業者ビジネス創造等支援事業（専門家派遣事業）は、平成２５年度当初予算において計上する予定。

当該事業は委託事業にて実施する予定であるところ、当該事業の受託者ともよく連携し、本機能を開発するものとする。 

2 中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律（平成１１年法律第１８号）第１７条に規定。 
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※質問・相談に対する意見投稿が少ない場合も想定し、必要に応じて

Q&Aや意見交換の調整を行うファシリテーター機能（運営事務局が専

用の人員を配置するなど）を設け、適切なコミュニティへ誘導するな

どにより、Q&Aや意見交換を円滑にする。 

 得意な支援分野や、自社の事業内容や技術情報など、利用者が事前登

録した情報（公開情報の内容や公開範囲は各利用者がコントロールで

きるようにする）を閲覧できるようにし、そうした情報を元に、利用

者が、専門家・先輩経営者、ビジネスパートナーとなりうる事業者の

検索ができる機能を搭載する。 

 特に専門家等の支援者については、小規模事業者等が実際に受けた支

援内容について評価した結果を集計し、個々の支援者の情報として閲

覧できるようにする。なお、一面的な評価にならないように、複数の

評価軸で点数をつけ、レーダチャート方式で表示するなど工夫し、点

数だけではなく、具体的な感想コメントも掲載することで、より実態

に即した評価情報が得られるようにする。また、中小企業・小規模事

業者と専門家との相性が悪く、過度に低い評価を受けてしまった専門

家が、中小企業支援の意欲を失わないよう、評価時点から一定期間経

過した点数は集計から外していくなどの手立てを講じ得るものとする。 

 

（ⅲ）業務連携支援機能 

 IT システムを利用する小規模事業者等からのニーズを踏まえ、ユーザ

ーが自由に選択・利用できるよう、事業者間の業務連携等を支援する

アプリケーションを搭載する。 

 アプリケーションは、ダウンロード型ではなく、クラウド上で各ユー

ザが利用できる形（SaaS）とする。 

 （搭載アプリケーションの例） 

 共同受発注システム 

 BtoB、BtoCの eコマースシステム（下請企業の適正取引も支援） 

 

（ⅳ）経営力強化支援機能 

 中小会計要領に準拠した財務管理システムを提供し、小規模事業者等

が自社の財務データを簡単に入力できるようにする。既存の会計ソフ

トを活用したデータ入力が可能となるような仕組みを提供できる構造

であること。 

 上記システムにより小規模事業者等が入力した財務情報を集約・統計

処理し、各小規模事業者等の経営分析に活用する仕組みを用意する。



 5 / 17 

この際、小規模事業者等が利用するインセンティブが働くような仕組

みを設ける。 

※小規模事業者等の経営者だけでなく、会計士や税理士など支援者によ

る代理操作も可能とする。 

 財務管理システムについては、一定の様式を定め、だれが入力しても

結果的に一般化・平準化された様式の財務データが出るようにし、小

規模事業者等の経営状況の比較分析性を確保する。 

 

（３）システムアーキテクチャ 

 クラウド・コンピューティングの活用により、低廉で可用性が高く、セ

キュリティ面で堅牢なシステムを構築する。 

 API を活用することで、既存の優れたアプリケーションや、地域の民間

IT ベンダ等による様々なアプリケーションを搭載し、プラットフォーム

内で統一されたユーザインターフェースの下で各アプリケーションを連

動して利用することができる環境を実現する。 

 利用者の増加に適合できるよう、拡張性の高いシステムとする。 

 マルチベンダで開発される前述の各アプリケーションの相互運用性を可

能にする。 

 

（４）ITシステムの運営に必要な共通機能 

（ⅰ）中小企業・小規模事業者全体が抱える経営課題分析のための機能 

（２）に記述した各機能の利用状況を横断的・統計的に把握し、日本

の中小企業・小規模事業者全体が抱える経営課題の抽出・分析を可能と

する。 

 

（ⅱ）インターフェース 

 サービス搭載基盤が提供するポータルサイト等の表示・操作部分につ

いては、どのような利用者にとっても、わかりやすく、使いやすいユ

ーザインターフェースとする。将来的には、スマートフォンやタブレ

ット PC によるタッチ操作にも容易に対応させ得るような基盤を整備

する。 

 

（ⅲ）登録・認証機能 

 利用者登録／アカウント情報管理方法については、サービス搭載基盤

側で提供するものとし、利用者に関する登録情報の真正性に関するサ

ービス提供者による確認を前提に、1度の会員登録（シングルサイン
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オン）で各サービスが利用できる環境とする。 

 基本的に、企業・機関単位で個人を登録することとするが、個人事業

主や創業・起業を予定する者については、個人単位での登録とする。 

 本サイトの利用にあたっては、利用するサービスごとに登録に必要な

情報を分けることとし、階層的な認証機能を導入する。 

 具体的には、会員登録不要でページビュー可能な部分と、会員登録が

必要な部分に分け、さらに、会員登録が必要な部分は、例えば、住所・

連絡先等の簡単な個社情報の登録だけとする部分、機微な情報である

財務データ・経営データまで登録を必要とする部分など、数段階の階

層に分ける形とする。 

 

（ⅳ）課金機能 

 開発当初は国からの委託費を開発・運営費に充てることで、基本的な

サービスについては小規模事業者等へ無料で提供することを想定し

ているが、将来的に国の委託が終了後も自立的な事業運営が可能とな

るよう、課金システムの搭載について容易に機能追加が可能な基盤を

整備する。 

 具体的には、小規模事業者等の利用者に課金し、サービス提供者やシ

ステム基盤管理者等への支払いを代行する。 

 

（ⅴ）セキュリティ、ガバナンス 

 企業情報や専門家の情報等、閲覧権限のない場で公開されることのな

いよう、また、企業の財務情報等の機微情報が漏えいすることのない

よう、職員及びシステム自身の、堅牢性の高い情報管理能力を確保す

る。また、不正アクセスに備え、アクセスログを一定期間保管する。 

 荒らし行為やなりすまし等を防止するため、コミュニティなどにおけ

るルールをあらかじめ定める。また、ルールが適正に遵守されている

かどうか、利用者による通報機能を設けること、定期的に、人為的な

確認を行うこと等により、確認を行う。 

 

（ⅵ）普及啓発・利用者サポート 

 本事業は、利用者数が一定以上にならなければ十分な効果を期待でき

ないことから、全都道府県での説明会開催や新聞広告、ウェブ広報な

ど普及啓発の取り組みを積極的に展開する。 

 小規模事業者等の利用者、専門家等の利用者、その他、今後利用する

ことを検討する者の問い合わせに対応できるような体制を整備する。
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（例えば、オンラインマニュアルを搭載） 

 

（ⅶ）その他 

  例えば、ログイン回数や書き込み回数等に応じたポイント制を設けるな

どにより、利用するインセンティブを高める仕組みを設ける。 

 

３．事業内容 

 ２．の基本方針に沿って、小規模事業者等向けの各種サービスの提供のため

に、以下の事業を実施する。 

 

（１）事業運営 

 （ⅰ）プロジェクト管理 

サービスアプリケーションの開発者、サービス搭載基盤の開発者をとり

まとめ、本事業を円滑に進めるため、本事業全体にわたっての適切な情報

管理・情報共有・スケジュール管理などのマネジメントを行う。 

 

（ⅱ）サイトの総合管理 

上記のプロジェクト管理をもとに、サイトの利用者の目線に立ち、必要

なニーズをくみ取り、サイトの企画・立案を行う。この際、本サイトの利

用にあたっての利用規約等、横断的なルール策定を行い、遵守されるよう、

適切な管理を図る。 

 

（ⅲ）普及・啓発活動 

本事業の理念・意義・活動内容等を広く周知し、本事業で提供するサー

ビスを小規模事業者等、専門家等に広く普及するために、普及啓発活動を

行う。この際、広く全国的な利用を促進するため、テレビ・新聞・インタ

ーネット等のメディアの利用に加えて、全国各地でのセミナーや説明会の

開催等を積極的に行う。 

 

（ⅳ）サービス搭載基盤開発 

２．に示した本事業の基本方針にしたがって、サービス搭載基盤の開発

（既存ソフトウェアの改修を含む）を行う。ただし、１．（３）に記載の

ユーザ数目標を達成した場合に、耐えうる拡張性を確保する。 

 

（２）サービスアプリケーション開発 

 ２．に記述する本事業の基本方針に従って、必要なサービスアプリケーシ
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ョンを選択し、開発（既存アプリケーションの改修を含む）を行う。 

ITシステムで提供する機能のうち、日常的に利用される基本的な機能であ

る支援情報等の提供機能（レコメンドサービスを含む）、利用者間のコミュ

ニケーションを支援する機能（SNS機能）、専門家等とのマッチング機能・専

門家派遣申請機能、利用者情報を提供する機能（利用者が専門家の場合は、

その専門家に対する評価情報を含む）については、あらかじめサービス搭載

基盤と一体のものとして開発する。 

その他の必要に応じて利用される機能（業務連携機能、経営力強化支援機

能等）については、必要な共通機能等について、詳細を中小企業庁と十分協

議の上、事業者の選定基準を策定し、各機能・サービスを開発を行うベンダ

ーを公募し、開発を推進する。 

 開発事業者の選定にあたっては、公募手続きの透明性・公平性を確保する

とともに、中小企業庁のホームページにも公募案件を掲載するなど、十分な

周知を行うものとする。 

 

（３）経営力強化につながるITを活用した仕組みの実証等 

２．に示した本事業の基本方針にしたがって、中小企業・小規模事業者の経

営強化につながるITを活用した仕組みについて、中小企業庁と十分協議の上、

実証等を行う。 

 

（４）推進協議会の運営事務等 

上記事業を実施するにあたり、中小企業庁の指示の下、中小企業・小規模事

業者ビジネス創造等支援事業（専門家派遣事業）の受託者、独立行政法人中小

企業基盤整備機構、独立行政法人情報処理推進機構、中小企業団体等とも連携

し、ITシステムの利用予定者を始めとした関係者から意見収集を行いながら進

める。また、利用予定者の声を吸収し、それを事業に反映させることにより、

事業の改善・推進を図るため、関係機関の代表者からなる推進協議会3運営の

事務を行う。 

 

（５）事業報告書の作成 

 （１）～（４）について、事業の成果を事業報告書としてとりまとめる。 

  

 なお、（２）のサービス開発における再公募も含め、事業の一部を再委託す

る場合は、すべて中小企業庁に事前に承認を得る必要があるが、すでに想定し

                                                   
3 小規模事業者等や専門家のユーザ代表者や、ＩＴベンダー、中小企業団体等、公的機関等の関係機関の代表者が集ま

り、ＩＴシステムの開発・運営に対して助言を行う。 
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ている再委託先がある場合は、その旨を提案書に記載することとする。 

 

４．応募要件 

（１）受託を希望する企業等（提案者）は、次の要件が備わっている必要があ

る。 

① 企業、民間団体等、本事業に関する委託契約を中小企業庁との間で直接

締結等できる団体であること。 

② 当該事業の遂行に必要な関連知識、及び事業を的確に遂行するに足る能

力、組織、人員等を有し、十分責任ある立場のものが本事業の責任者と

なること。必要に応じて、それら必要な知識や能力等を有する外部の有

為な人材を柔軟に採用できる、もしくは出向として受け入れることがで

きる体制を有すること。 

③ 複数の企業・団体等を取りまとめた本事業と同程度の規模のプロジェク

トを遂行した経験を充分に有すること。 

④ 当該委託事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ、資

金等について十分な管理能力を有していること。 

⑤ 外部専門組織を活用するための再委託・外注を円滑に遂行できるなど、

国が委託をする上で必要とする措置を適切に遂行できる体制を持って

いること。 

⑥ 本事業の目的、内容等について十分理解していること。 

⑦ 複数者で共同提案するときは、全体の意志決定、運営管理等に責任をも

つ共同提案の代表者を定め、その者が提案書の提出をすること。 

⑧ 一つの提案者が複数の提案を行わないこと。 

⑨ 当庁から提示された委託契約書に合意すること。 

⑩ 中立性 4を確保できること。 

⑪ 本事業の目的、内容等について十分理解していること。 

 

（２）提案範囲 

提案範囲として、一部分についての提案は認めない。「３．事業内容」に

示された全ての項目を含むこと。 

 

５．審査方法等 

（１）審査方法 

  提案について以下の手順により審査を行い、採択案件を決定する。 

                                                   
4当該事業に参加する関係者から得た情報（サービスに関するアイディアや技術に関する情報等）を当該事業以外の事業

に流用しない、あるいは外部に漏らさないこと。ただし、公表された情報についてはこの限りではない。 



 10 / 17 

① プレゼンテーション（任意） 

提案者は、提案内容について審査委員にプレゼンテーション（約１０

～２０分程度を想定）を実施することができます。なお、プレゼンテー

ションは、最終審査において審査員が提案書を深く理解できるよう、提

案者が任意で行うものであり、必須事項ではありません。プレゼンテー

ションの日時及び申し込みについては、「７．応募要領」のとおり。 

② 事前審査 

提出された提案書について、４．（１）の要件が備わっているか事前

審査を行う。また、必要に応じて個別にヒアリング審査や追加資料の提

出を求めることがある。 

③ 財務審査 

 提案者の財務状況の審査を実施する。必要に応じて財務審査に必要な

追加資料の提出を求めることがある。 

④ 最終審査 

有識者の第三者からなる審査委員会において、提出された提案書、及

び②③における審査の結果をもとに、審査を行う。 

  

（２）審査基準 

審査の基準は以下のとおり。 

複数の提案があった場合は相対的な比較による審査を行う。 

① 提案書の記載内容 

・ 別紙「応募書類の記入要領」に示された項目について不足なく記載され

ているか。 

・ 「３．事業内容」に示された該当テーマの内容・要件を満たしているか。 

・ 「４．応募要件」を満たしているか。 

② 目標・計画 

・ 実施項目、実施手法が明確に示されているか。 

・ 目標・計画が具体的に設定され、実現性・妥当性があるか。 

・ 提案にあたり、選択肢の吟味が行われているか。提案する実施手段・手

法が他の手段・手法に比べ優位である根拠が示されているか。 

・ 提案内容に対して、妥当な経費が示されているか。 

③ 実施体制 
・ 実施代表者は十分な管理能力及び相当程度の実績を有しているか。 

・ 事業を行う上で、十分な人員及び設備等を有しているか、また、開発を

推進するために効果的な実施体制となっているか。 
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  ※本公募は平成 24年度補正予算事業であり、その後予算事業（平成 25

年度当初予算等）の採択まで行うものではありません。 

 

６．契約条件 

（１）契約形態 

   委託契約とする。 

（２）採択件数 

   １件とする。 

（３）予算規模 

   上限 14.8億円程度（消費税込み）を予定している。 

（４）実施期間 

   委託契約締結日から平成２５年３月３１日（日）までとする。 

   ※ただし、正当な理由により期間内に本事業を終了できない場合、本予

算の繰越手続きにより認められた範囲で事業実施期間の延長を行うこ

とができる。 

（５）成果物 

   成果物として、以下を中小企業庁へ納入すること。 

① サービスの移植開発に係る技術仕様書２部及びＣＤ－ＲＯＭ等の電子

媒体５部 

② IT システム全体に係る技術仕様書２部及びＣＤ－ＲＯＭ等の電子媒体

５部 

③ 普及啓発活動に係る資料一式（研修教材、マニュアル、ポスター、及び

パンフレットなど）を２部及びＣＤ－ＲＯＭ等の電子媒体５部 

④ 普及啓発活動に係るプロモーション用デモのＣＤ－ＲＯＭ等の電子媒

体５部 

⑤ 事業報告書２部及びＣＤ－ＲＯＭ等の電子媒体５部 

（６）費用の支払い 

   原則として、事業に要した経費は、事業終了後の確定検査を経た後、精

算払いとなる。 

なお、予算執行上、全ての支出には領収書等の厳格な証明書が必要となる。

また、支出額、支出内容が適切かどうかも委託費支払いに際し厳格に審査さ

れ、これを満たさない場合は、当該委託費の支払いが行えないこととなる。 

 

７．応募要領 

（１）公募説明会 

日時：平成２５年３月１２日（火）１５：００～１６：００ 
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場所：経済産業省別館１階１０５共用会議室 

公募説明会への参加を希望する場合は、平成２５年３月１１日（月）１２：

００までに、下記「８．問い合わせ・連絡先」まで連絡すること。連絡の際

は、メールの件名（題名）を必ず「平成２４年度中小企業・小規模事業者ビ

ジネス創造等支援事業（IT システム構築事業）公募説明会出席登録」とし、

本文に連絡担当窓口の方の「企業等名」、「出席者の氏名（ふりがな）」、「所

属（部署名）」、「電話番号」、「ＦＡＸ番号」、「e-mail アドレス」を明記する

こと。 

なお、会場の都合により、説明会への参加は、公募への応募単位毎に２名

までとする。（複数組織での共同応募を予定している場合は共同で応募する

複数組織を一応募単位とし、その中から２名までの出席とする。）説明会の

会場等の変更がある場合は、登録した「e-mail アドレス」まで連絡するこ

ととする。 

また、出席者多数の場合は説明会を複数に分け、時間調整の依頼をお願い

することがある。 

 

（２）プレゼンテーション 

日時：平成２５年３月２６日（火）１０：００～１２：００ 

場所：経済産業省本館２階西８共用会議室 

プレゼンテーションへの参加を希望する場合は、平成２５年３月２２日

（金）１８：００までに応募書類を提出の上、下記「８．問い合わせ・連絡

先」まで連絡すること。連絡の際は、メールの件名（題名）を必ず「平成２

４年度中小企業・小規模事業者ビジネス創造等支援事業（ITシステム構築事

業）プレゼンテーション参加登録」とし、本文に連絡担当窓口の方の「企業

等名」、「出席者の氏名（ふりがな）」、「所属（部署名）」、「電話番号」、「ＦＡ

Ｘ番号」、「e-mailアドレス」を明記すること。 

また、提案者は、プレゼンテーション資料を当日１５部持ち込むこと。プ

レゼンテーションに必要な機器類（パソコン、プロジェクター等）について

は、事前に下記「８．問い合わせ・連絡先」の担当と相談すること。 

 

（３）応募書類の受付期間 

公募開始日 平成２５年３月７日（木） 

公募締切日 平成２５年３月２７日（水）１８：００まで（必着） 

 

（４）応募書類の様式等 

応募書類は様式に従って日本語で作成し、以下の必要部数を一つの封筒に
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より提出すること。 

応募書類の提出部数については、以下、①申請書（様式１）～④申請受理

票（様式４）までをセットしたものを２部（内訳：各正本をセットしたもの

１部と各副本（コピー）をセットしたもの１部）、⑤返信用封筒を提出する

こと。 

なお、封筒の宛名面には、「平成２４年度中小企業・小規模事業者ビジネ

ス創造等支援事業（IT システム構築事業）応募書類在中」と朱書きで明記

すること。 

 

① 申請書（様式１）＜正本１部、副本（写し）１部＞ 

② 提案書（様式２）＜正本１部、副本（写し）１部＞ 

③ 企業等概要表（様式３）及び過去３年分の財務諸表＜正本１部、副

本（写し）１部＞ 

④ 申請受理票（様式４）＜正本１部、副本（写し）１部＞ 

⑤ 返信用封筒（定型・切手貼付）＜１枚＞ 

 

返信用封筒は定型とし、返信先の住所・氏名を明記し、返信用切手（８０

円）を貼付すること。 

提出された応募書類は本事業の採択に関する審査以外の目的には使用し

ない。なお、応募書類は返却しない。また、機密保持には十分配慮するが、

採択された場合には、「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（平成

１１年法律第４２号）に基づき、不開示情報（個人情報、法人の正当な利益

を害する情報等）を除いて、情報公開の対象となる。 

 

（５）応募書類の提出先 

応募書類は郵送・宅急便等により以下に提出すること。 

提出先：〒１００－８９０１ 東京都千代田区霞が関１－３－１ 

経済産業省 中小企業庁 経営支援部 経営支援課 

「平成２４年度中小企業・小規模事業者ビジネス創造等支援事業担当」宛て 

 

なお、持参、ＦＡＸによる提出は受け付けない。資料に不備がある場合は、

審査対象とならないので、「応募書類の記入要領」を熟読の上、注意して記

入すること。応募書類を投函後は念のため、書類を送付した旨を下記「８．

問い合わせ・連絡先」まで連絡し、書類の電子データ（ＰＤＦファイル）を

送付すること。 

なお、連絡の際は、メールの件名（題名）を必ず「平成２４年度中小企業・
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小規模事業者ビジネス創造等支援事業（IT システム構築事業）公募書類提

出」とすること。その上で、本文に連絡担当窓口の方の「企業等名」、「氏名

（ふりがな）」、「所属（部署名）」、「電話番号」、「ＦＡＸ番号」、「e-mail ア

ドレス」を明記すること。 

 

（６）審査結果の通知 

審査結果については、後日申請者に対して結果を通知する。通知方法につ

いては、申請者の提出書類に基づき、当課より電話、郵送、e-mail のいず

れかにより行うものとする。 

 

８．問い合わせ・連絡先 

経済産業省 中小企業庁 経営支援部 経営支援課 有馬・柴田・乾 

E-mail：shibata-kazuya@meti.go.jp、inui-shunsuke@meti.go.jp 

 

お問い合わせは日本語により、e-mail でのみ受け付ける。電話での問い

合わせは受け付けない。e-mail での問い合わせの際は、件名（題名）を必

ず「平成２４年度中小企業・小規模事業者ビジネス創造等支援事業（IT シ

ステム構築事業）公募問い合わせ」とすること。他の件名（題名）では問い

合わせに回答できない場合がある。 
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【参考資料１】開発要件 
１．データ通信時のセキュリティ確保 

・ クライアントＰＣとデータセンタ間の通信はＳＳＬを使用し、データの

盗聴、改ざんを防止する 
・ データセンタのデータベースへの格納時にデータを暗号化し、データの

盗難、改ざんを防止する 5 
 
２．データセンタのセキュリティ確保 
① データセンタのネットワークセキュリティ確保 

・ 中小企業庁が指示する情報の管理及び処理については、日本国内に設置

されたサーバを用いる。 
・ サーバ構成は利用者にサービスを提供する公開層、利用者のデータを保

存する業務層の２層とし、業務層をインターネットから隠蔽する 
・ インターネットとサーバの間にファイアウォール（ＦＷ）を設置し、外

部からの不正な攻撃等を防ぐ 
・ 侵入検知システム（ＩＤＳ）を設置し、ＦＷでは防ぎきれない未知の攻

撃等を検知する 
・ ログ管理（不正アクセスの防止） 

② データセンタのサーバセキュリティ確保 
・ ウイルス検知ソフトを常駐し、定期的にアップデートすることでウイル

スからの攻撃を防ぐ 
・ 定期的にＯＳのアップデートを行い、脆弱性による攻撃等を防ぐ 

③ データセンタのデータセキュリティ確保 
・ データベースへの利用者のデータ登録時に暗号化を行い、格納データの

盗聴、盗難、改ざんを防ぐ 
・ 外部記憶媒体等にデータベースのバックアップを行い、サーバ障害等に

よるデータの消失を防ぐ（週次でフルバックアップ、日次で差分バック

アップ） 
④ データセンタの物理的セキュリティ確保 

・ 建物への入館は社員証等のＩＣカードによる認証を行う 
・ サーバルームへの入室は事前の申請、およびデータセンタで貸与するＩ

Ｃカードによる認証を行う 
・ サーバラックは常時施錠し、鍵はデータセンタで管理する 
・ 建物内部は監視カメラを設置し、不正侵入等を防ぐ 

                                                   
5 財務・会計等の企業の基幹システムについては、必達であるが、グループウェア等の情報を扱うアプリの場合、個別

の事情を勘案して、変更することが可能。 
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・ 有人による巡回監視を行い侵入や破壊等を防ぐ 
 
３．データセンタの確保 

・ 各サーバを２台以上で構成し、メンテナンスやサーバ故障等によるサー

ビスの停止を防止する（なお、データに関しては、随時二重書き込みを

実施） 
・ ネットワークを二重化し、ネットワーク機器故障によるサービスの停止

を防止する 
・ データセンタに無停電電源装置（ＣＶＣＦ）を設置し、停電によるサー

ビスの停止を防止する 
・ サーバの稼働状況について、２４時間３６５日、運転管理ソフトを用い

た有人による監視を行う 
・ 緊急時対応計画の策定 
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【参考資料２】サービスレベルアグリーメント（ＳＬＡ） 
サービス時間 ２４時間３６５日（保守等計画停止を除

く） 

サービス稼働率（計画停止時間を除

く） 

９９．９％ 

サポート時間 受付時間： 

（電話）９：００～１７：００ 土日祝日

及び休業日を除く 

（メール）２４時間３６５日受付 

平均復旧時間 １時間 

システム監視基準 ３０分毎の稼働確認（Ｈ／Ｗ、ネットワー

ク） 

障害通知時間 １５分以内 

サービス提供状況の報告／間隔 月に１度、サービス稼働状況をホームペー

ジに公開 

オンライン応答時間 平均応答時間３秒以内（データセンタ内） 

バックアップの方法 週次でフルバックアップ。日次で差分バッ

クアップ。 

バックアップデータの保存期間 ７年 

データ消去の要件 サービス解約後１ヶ月以内にデータ及び

保管媒体を破棄。 

セキュリティ要件（公的認証取得の

要件） 

データセンタの事業者によるＩＳＭＳ認

証取得、プライバシーマーク取得。 

アプリベンダについても、ＩＳＭＳ認証お

よびプライバシーマークを取得すること

が望ましい。 

セキュリティ要件（アプリケーショ

ンに関する第三者評価） 

年１回、外部機関によりサービスの脆弱性

に関する評価を受け指摘事項に対して対

策を実施し、利用者に報告する。 

 
 


